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人権問題の現状と新たな人権条例
の制定について

令和５年７月
人権・同和対策課

１ 人権問題の現状
◎部落差別（同和問題）をはじめ、女性や子ども、高齢者、障害者など
に関する様々な人権問題が依然として発生。
◎情報化の進展等により人権問題は複雑多様化。
特にインターネット上の誹謗中傷等が大きな課題となっている。

・県内の特定の地区を被差別部落（同和地区）と紹介する動画の投稿
・新型コロナ禍における患者や家族等に対する誹謗中傷等

・小学校、中学校、高等学校、特別支援学校でも依然としていじめ事案が発生
・佐賀労働局の総合労働相談では、パワハラを含む「いじめ・いやがらせ」の相談が９年連続でトップ
・佐賀県配偶者暴力相談支援センターのＤＶ相談件数は、ここ１０年間、毎年度1千件超え
・児童虐待相談対応件数は、令和３年度９８７件と、3年前から２．８倍に増加

インターネット関連では、

インターネット関連以外でも
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≪参考≫人権に関する県民の意識

Ｑ.関心がある人権問題

順位

1位 インターネットによる人権侵害 58.4% 障害者 52.7% 障害者 51.7%

2位 障害者 56.5% インターネットによる人権侵害 42.7% 高齢者 43.5%

3位 子ども 43.9% 子ども 39.8% インターネットによる人権侵害 43.1%

4位 女性 42.2% 女性 38.0% 北朝鮮当局によって拉致された被害者等 40.6%

5位 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に関する問題 40.0% 高齢者 30.0% 子ども 37.0%

6位 高齢者 33.4% 犯罪被害者等 26.5% 女性 33.6%

7位 北朝鮮当局によって拉致された被害者等 26.9% 同和問題（部落差別） 21.3% 犯罪被害者等 25.4%

8位 犯罪被害者等 23.2% 北朝鮮当局によって拉致された被害者等 20.2% 東日本大震災に伴う人権問題 23.8%

9位 外国人 22.6% 東日本大震災に伴う人権問題 18.0% 同和問題（部落差別） 23.4%

10位 同和問題（部落差別） 22.1% 性的指向・性自認等の性の多様性 17.2% 人身取引 18.6%

県民意識調査（平成25年度）県民意識調査（令和３年度） 法務省調査（令和元年度）

≪参考≫人権に関する県民の意識
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２ 新たな人権条例の制定

・従前の条例（佐賀県人権の尊重に関する条例）制定から四半世紀が経過。
・人権を取り巻く状況の変化に対応し、人権が尊重される社会づくりを進めるため
に新たな条例を制定。

・大切なのは、県民一人一人が様々な人権問題を他人事ではなく、自分の事
として考え、自ら行動していくこと
・お互いの人権を共に認め合い、支えあう社会づくりを進めるために、たゆまぬ
努力を続けていくこと

「全ての佐賀県民が一人一人の人権を共に認め合い、支え合う
社会づくりを進める条例」を令和５年３月に施行。

条例制定の理由

条例前文に、人権問題の解決に向けた基本的な思いを記しています

（オール佐賀県で取り組むため）
■県、市町、県民の責務に加えて、事業者の責務を追加。

（より具体的な教育啓発を行っていくため）
■｢してはならない行為｣を具体的に規定。 ※不当な差別、いじめ、誹謗中傷等

（人権侵害の被害に合われた方に寄り添うため）
■相談者への助言等を行う相談体制の整備について規定。

（対話による問題解決を図るため）
■必要に応じて、解決に向けた助言、説示、あっせん、勧告等を行うことを規定。

（近年、社会問題化しているインターネット上の誹謗中傷等に対応するため）
■必要と認める場合には、プロバイダ等に削除要請を行うことを規定。

条例の主なポイント
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